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　「通信販売の申込み段階における表示についてのガイドライン（案）について」について、以下のとおり意見を申し述べる。
記
１　意見の要旨
（１）①取引内容を消費者が誤認する可能性が低い単回購入契約や、定期購入であることが明確に示されている場合について、特定商取引法１２条の６の適用を除外するか、②特商法１２条の６の運用上、不当表示の規制は、表示義務の対象範囲について遷移等を含め最終確認画面に至るまでの表示とすべきであり、最終確認画面に限定しない運用を認めるべきである。上記①②の運用が認められないというのであれば、「原則として表示事項を網羅的に表示することが望ましい」ということではなく、③媒体により画面の大きさ及び表示形式が異なる場合やモール型のインターネット通販サイト等の例に限らず、インターネットを利用した通信販売に「最終確認画面に参照の対象となる表示事項及びその参照箇所又は参照方法を明示した上で、広告部分の該当箇所等を参照する形式とすることは妨げられない。」（ガイドライン案３頁）との運用を認めることを明らかにするなど、通常のインターネット通販事業者の負担を可能な限り軽減すべきである。
（２）無期限定期購入の表示については、初回を含む特定の回数について高い割引率を強調表示する広告に限って、少なくとも６カ月以上の期間を区切った支払総額の表示を申込書面・最終確認画面で行うことを必須とするべきである。
（３）「解約方法を特定の手段に限定する場合」の文言（ガイドライン案７頁）を削除し、どのような場合でも解約手段の説明を最終確認画面に表示することは必須であることを明記すべきである。
２　本文
（１）はじめに
　本ガイドラインの規制内容は、契約内容に関する誤認の恐れのない通常の定期購入契約に係る表示を適切に行っている事業者にも、Webサイト改修のコストその他の負担増を求める一方で、真に問題となる定期購入契約の表示規制については実効性に疑問の残る内容となっており、これらの問題点の修正が強く求められる。
（２）法改正に至る背景

　法第十二条の六（特定申込みを受ける際の表示）は、特定商取引法及び預託法の制度の在り方に関する検討委員会（以下検討委員会）の指摘を受けて新設されたと理解しているが、検討委員会では、初回分の大幅な値引き価格で消費者を誘引する手法や定期購入であることを正しく認識させることなく契約させようとする手法について、「詐欺的な定期購入商法」「意に反して申込みをさせようとする行為」という用語を用いて中心的課題として議論がなされてきた。

また、議論の過程では、「広く社会に根付いている“定期購入”という取引を問題なく行っている事業者が、（法改正の）影響を受けて困ったことになるとか、コストがものすごくかかるようになるとか、決してそういう制度改革であってはならない」旨の取引対策課長の発言も議事録に残されている（第五回３１頁）。
（３）問題のない定期購入の新たな規制対象からの除外
上記、検討会の過程で共有されていた問題意識に照らせば、取引内容を消費者が誤認する可能性が低い単回購入契約や、初回の割引率を高くして購入を促すような表示がなく、定期購入であることが明確に示されている、いわゆる通常の定期購入であれば、特定申込みに係る書面又は手続が表示される映像面（＝申込書面・最終確認画面）に至る過程で明示されていることを条件に、申込書面・最終確認画面での法第十二条の六第1項一号及び二号に定める事項の表示を必須としない運用が行われるべきと考える。

　取引に係る重要事項は申込書面・最終確認画面に至る過程で明示されていれば、最終確認画面に表示が無くても、健常な消費者に契約内容を誤認させることはないという判断は、定期購入の最終確認画面の表示をめぐって争われた裁判（注１）の判決中にも示されており、これら裁判所の判断は、本ガイドラインによる運用にも反映されるべきと考える。
　今回の改正では、検討委員会のいう詐欺的定期購入商法の規制が主目的であったにもかかわらず、事前規制の手法を採用し、表示義務の対象に特商法１１条各号全般を持ち込んだため、景表法では、画面の遷移等も含めた当該表示を総合的に判断される事後規制であるのに対し、特商法では、消費者保護の枠を超えて、検討委員会のいう詐欺的定期購入商法とは関係のない通常のインターネット通販事業者にシステム改修等の多大な負担を強いることの正当性、合理的な理由の存在に疑問を持たざるを得ない。デジタルの最終確認画面に至るまでの遷移等も含め、当該表示を総合的に考慮すれば、健全な常識を備えた一般消費者を誤認させることのない表示であっても、今回の特定商取引法の改正によれば、最終確認画面に記載がない限り、なお一般消費者を誤認させるおそれがあるとの評価に基づく事前規制が及ぶことになり、景表法との間に矛盾が生じることになる。
　したがって、特商法１２条の６の運用上、不当表示の規制は、表示義務の対象範囲について遷移等を含め最終確認画面に至るまでの表示とすべきであり、最終確認画面に限定すべきではない。
（注１）平成30年（ワ）第17 1号不当表示等差止請求事件（令和元年１２月２６日判決言渡　名古屋地裁）その後の高裁判決（令和３年９月２９日）でも地裁判断は維持されている。
　改正特商法１２条の６の法文を実質的に変更することはできないというガイドラインの制約を考えるとしても、少なくとも、「通信販売の申込み段階における表示についてのガイドライン」の「②最終確認画面（特定申込みに係る手続が表示される映像面）における表示」において、「最終確認画面に参照の対象となる表示事項及びその参照箇所又は参照方法を明示した上で、広告部分の該当箇所等を参照する形式とすることは妨げられない。」（ガイドライン案３頁）との運用がモール型のインターネット通販サイト等に限定されるものではないことをより明示的に示す書きぶりに改め、通常のインターネット通販事業者の負担を可能な限り軽減すべきである。
（４）無期限定期購入に対する規制強化

　また、本ガイドラインでは、無期限契約の総額表示については、「一定期間を区切って分量を明示することが望ましい。」と努力義務にも当たらないと解されかねない表現となっており、「初回○○％値引き、いつでも解約可能」といった、消費者に誤認されやすく、かつ、トラブルの報告も少なくない表示に有効な規制が及ばないことが予想される。

　総額表示を契約内容の表示と捉えると、期限の定めのない定期購入の場合は金額を設定することができないという事情は理解できるが、検討委員会で契約内容の誤認されやすさが指摘された初回を含む特定の回数について高い割引率を強調表示する広告に限っては、初回の割引率しか認識していない消費者に高額な支払いにつながる契約であることを認識させるために、期限の定めのない定期購入にも、少なくとも６カ月以上の期間を区切った支払い総額の表示を申込書面・最終確認画面で行うことを必須とするべきである。
（５）解約に係る表示

　そもそも、検討委員会で取り上げられた「詐欺的な定期購入商法」「意に反して申込みをさせようとする行為」が消費者の利益を損なう事案となる背景には、申込時の誤認だけでなく解約のしにくさが存在すると考える。

　ガイドラインの「いつでも解約可能」などと強調する表示に関する見解は、解約に関する問題解決に寄与するものと評価できる。

　その一方で、ガイドラインには、悪質事業者の抜け道に利用されかねない記述も認められ、この点については改善が必要である。

　まず、ガイドラインの解約に関する記述には、「解約方法を特定の手段に限定する場合」の文言（ガイドライン案７頁）があるが、このことで、複数の解約方法を用意しておけば、実際にはどの解約方法でも誠実に解約に応じなかったとしてもガイドラインには抵触しないと理解されかねない。

　この部分の記述は、どのような場合でも解約手段の説明を最終確認画面に表示することは必須であることを明記したうえで、「解約方法を特定の手段に限定する場合」の表示方法を詳説する表現に改めるべきである。

　さらに、不実表示の事例として「電話をかけても一切つながらないような場合」と記載することも、「多少はつながるがほとんどつながらない」状態で解約窓口を運用している悪徳事業者が規制を免れるおそれがある。

　そもそも、不当性判断において電話のつながりやすさといった要件にことさらこだわる必要はなく、初回を含む特定の回数について高い割引率を表示する定期購入契約に対しては、解約受付窓口の電話番号だけでなく、例えば電子メールアドレスやFAXなどのうちいくつかを表示することを必須とするような見解をガイドラインで示すべきである。
（６）経過措置期間の延長
申込書面・最終確認画面の改修については、最終確認画面に参照の対象となる表示事項及びその参照箇所又は参照方法を明示した上で、広告部分の該当箇所等を参照する形式が認められたとしても、事業者に対しコスト・時間・その他相当の負担増を求める内容であり施行までに改修が間に合わないおそれがある。よって、ガイドライン公開後少なくとも２年程度の経過措置期間は延長されるべきである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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